
アイルランド：「婚姻の平等（同性婚）」に関す

る国民投票における〈憲法会議〉の存在と役割 

以下は、憲法会議の設置から「婚姻の平等」国民投票へ至るまでの流れと主要なポイント

を整理したものです。要点を時系列と構成要素でまとめています。 

1) 憲法会議の目的と設計 
 

- 目的 

- 憲法改正の論点を市民の deliberation（熟議）により検討し、国民投票へつなぐ基盤
を作ること。 

- 構成 

- 合計 100 名 

- 66 名︓人口統計学的基準に基づく層化無作為抽出の一般市民 

- 33 名︓下院議員の党派構成比に応じて各党から選出 

- 1 名︓議長（Concern Worldwide の前CEO トム・アーノルドが務めた） 

- 位置づけ 

- 2012 年 7 月の国民議会決議で設置が決定され、同会議の議題として「婚姻の平等」

など複数項目が挙げられた。 

 

2) 議題と「婚姻の平等」が担われた背景 
 

- 議題の全体像（2012 年 7 月の決議） 
1) 大統領任期の 5 年への短縮 
2) 選挙権年齢の 17 歳への引き下げ 
3) 下院選挙制度の見直し 
4) 国外在住市民への大統領選挙権付与 
5) 「婚姻の平等」規定 
6) 家庭における女性の役割に関する規定の改正 

7) 女性の政治参加の強化 
8) 瀆神規定の削除 



9) その他関連する憲法改正案の検討（9 項目） 
 

「婚姻の平等」が中心課題になった背景 
- 労働党の 2011 年マニフェストに婚姻の平等が盛り込まれており、連立政権の交渉の

結果、この案件が憲法会議に委ねられた経緯がある。 

- 市民の関与なしに改正案を策定し国民投票を実施するよりも、憲法会議を介在させる

選択の方が支持を維持できるとの観点が指摘されている。 

3) 会議の運営と地域参加の仕組み 

- 地域の関与 
- 全国で 9 回の地域会議を開催 

- 約 1000 人が参加 

- 30 分野・800 件以上の提案を受け取る 

- 議論の自由度 

- 公式なテーマの議論が終わった後は、他の関連論点について議論してよいという方針 

- 関連論点の決定には、参加者の広範な声を反映させる工夫が試みられた 

- 地域会議の性格 

- 地域の声を全国レベルの論点へと集約する役割 

4) 憲法会議の実務的な流れ（各回の運用イメージ） 

- 会期構成 

- 9 回の会議を計画（2014 年 3 月 31 日までに終了） 

- 各回は週末の 2 日間を使って実施 

- 一回ごとの大まかな流れ（概略） 

- 開会・議題の整理 

- 専門家・証人の説明・質疑 

- 小グループでの討議・意見集約 

- 全体討議・修正案の検討 

- 公的提出・地域会議でのフィードバックの統合 

- 最終的な成果物 



- 公式な報告書としての結論・推奨事項 

- 一部は政府による法制化・国民投票の基礎として活用 

 

 

 

 

5) 「婚姻の平等（同性婚）」国民投票への道のり 

- 憲法会議の影響 

- 憲法会議での議論の結果、婚姻の平等を国民投票にかける方針が政府に引き渡され、

実際の政治プロセスへと繋がった。 



- 国民投票の実施 

- 2015 年 5 月に国民投票が実施され、婚姻の平等が合憲化される改正が成立 

- 投票結果は「賛成多数」で、同性パートナーの結婚が法的に認められるようになった 

- 改正内容の要点 

- 具体的には婚姻を「性別を問わず二人の者の結婚」とする趣旨の憲法解釈・条文改正

が実施され、結婚の平等が Constitution に明示化 

 

6) 評価と留意点 

- 意義 
- 市民の直接参加的プロセスを通じて、憲法改正の正当性・適切性を高める狙いが評価

された 

- 同性婚をめぐる社会的合意形成に寄与した点が強調される 

- 課題・批評 

- 代表性の偏り・影響力のバランス、専門家的関与の程度、情報提供の透明性などにつ

いて議論があった 

- 「会議による検討に委ねる」という機構設計の限界と、最終的な政治決定の関与範囲

の境界についての評価が分かれる点もある 

- 学術的示唆 

- 市民の熟議を保障する機構としての憲法会議が、特定の議題（婚姻の平等）を国民投

票へと効果的に接続するうえで有効な補助的手段となり得る、という示唆がある 

まとめ 
憲法会議は、100 名の多様な市民と政党代表による構成で、2012 年末に設置され、2014 

年 3 月まで計 9 回の会合を実施した。 

- 「婚姻の平等」を含む複数の憲法改正案を検討し、地域会議を通じて市民の声を反映さ

せる仕組みを取った。 

- このプロセスの結果、婚姻の平等をめぐる国民投票が実施され、2015 年 5 月に賛成

多数で可決されました。 

- 会議の経験は、市民参与型の憲法改正プロセスが政策決定にもたらす影響を評価するう

えで参考となる事例となる。 
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